
「１０秒あれば、大半の命が助かる」としたら・・・

「緊急地震速報」とは「揺れる前に地震を知ることができる」システムです
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Ｐ波（初期微動）=被害をもたらさない小さな縦揺れ

Ｓ波（主要動）=被害をもたらす大きな横揺れ

「気象庁-緊急地震速報」の仕組み
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←首都直下型

（東京湾北部地震Ｍ７.３程度の震度分布）
※□部分が震源地予測範囲

●緊急地震速報のシステムによる猶予時間は数秒程度

←東海地震

（駿河湾を震源とするＭ８程度の震度の震度分布）
※ピンク色の楕円部分が震源地予測範囲

●緊急地震速報のシステムでは、静岡で約１０秒前、
名古屋で約２５秒前、東京で約４０秒前に速報が届くと
予想される

※山陰中央新報より一部文章を抜粋

※震度分布についての予測図はいずれも内閣府発表のもの

【 東海地震・首都直下型地震への有効性 】



能登半島

三重県中部
4/15

3/25

「全国を概観した地震動予測地図」２００７年度版（平成１９年４月１８日公表）

!!
１％のハズだった能登半島も被害に･･･

新潟中越沖
7/16



緊急地震速報の効果 ～ たかが数秒、されど数秒 ～

本震が来る数秒前に、地震の到来が解ると、僅か２秒前であっても救える命はある。

猶予時間 死傷軽減率

・状況把握は可能だが、行動に移せない

・安全体勢をとり、けがを尐なくできる ２５％

・学校の実証試験では１００％の生徒が
  机の下にもぐれる時間 ８０％

・１０秒あれば大半の命は助かる ９０％

・余裕をもって他人に声がかけられる ９５％

２秒

５秒

１０秒

２０秒

『緊急地震速報導入による社会へのインパクト』（東大生産技術研究所 ）より一部を抜粋



専用装置 ＴＶ ※２・ラジオ 携帯：docomo,au

警報震度 閾値 震度１以上の設定可能 ※１ 震度５弱以上 震度５弱以上

猶予秒数カウントダウン カウントダウン可能 丌可能 丌可能

評価点 設置場所のピンポイント 都道府県地域レベル 登録情報に基づき、震度５弱
以上の範囲内にいる携帯電話
に送付

費用１ サーバー利用料など必要 受信は無料 受信は無料

費用２ 専用端末購入必要 ＴＶを見ているだけ、ラジオ
を聴いているだけでＯＫ

専用機種購入必要

デメリット 家や会社など固定箇所でしか
使用できない

ＴＶを大音量でＮＨＫにチャ
ンネルを合わせ見続けなけ
ればならない。授業などの
邪魔になる。

地下など携帯電波の届かない
地域では受信できない

考察 設置時に十分理解を得るた
め混乱を招かない

仕組みや限界を熟知していない全ての人に伝えるため課題
が残る

※１ 気象庁の緊急地震速報の発信条件
ア.気象庁の多機能地震計が設置されているいずれかの観測点において、Ｐ波またはＳ波の振幅が１００ガル以上と
なった場合。
イ.解析の結果、マグニチュード３．５以上、または最大震度が３以上と推定された場合。
よって、震度１以上で必ず装置が作動するものではありません。

※２ テレビ朝日・フジテレビは字幕スーパーのみ表示。
ＮＨＫ・日本テレビ・ＴＢＳ・テレビ東京の４局とＵＨＦ局は地図と字幕スーパーを表示。

専用装置・ＴＶ・ラジオ・携帯の比較





携帯電話の緊急地震速報（エリアメール）

気象庁から緊急地震速報が発出されると、対象地域の基地局のカ
バー範囲にいる契約者全員に緊急地震速報を一斉配信する。警報
配信の所要時間については、「気象庁の警報発出からユーザーへの
配信完了までを10秒以内とするよう準備している」（NTTドコモの説明
員）という。

画面に文字で警告を表示するほか、通常時の着信音や操作音と異
なる専用の警告音を発することで、ユーザーが即座に異変に気付く
ようにする。ただし「緊急地震速報を受信できるのは待ち受け状態の
端末だけ。音声通話やパケット通信中の端末では受信できない」
（NTTドコモの説明員）という。

NTT DoCoMoの場合

日経パソコン記事より一部文章を抜粋



緊急地震速報システムの導入例

ＳＴＥＰ.１
Ｏｒｕｃａ導入

地震対応の迅速化

ＳＴＥＰ.３
エレベーター制御
エレベータ閉込防止

情報判断

制
御

既存
Ｐ波センサー

現時点で、即導入可能
エレベータメーカー

（管理会社）との確認必要

ＳＴＥＰ.２
放送設備連動
全社員様へ報知

放送設備メーカーとの確認必要

○防災管理センター
○震災対策室
○警備室
○施設管理室
○役員室
○オフィスフロア

ｅｔｃ・・・

放送設備


